
主　　　　　　　文
　１　原告らの請求をいずれも棄却する。
　２　訴訟費用は原告らの負担とする。
事　実　及　び　理　由
第１　請求
　１　被告は，原告Ａに対し，５８５万円及びこれに対する平成１４年１０月１１
日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。
　２　被告は，原告Ｂに対し，５８５万円及びこれに対する平成１４年１０月１１
日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。
第２　事案の概要
　　　本件は，関西医科大学を設置運営する被告との間で在学契約を締結し，入学
金及び授業料等を納付した原告らが，後に関西医科大学への入学を取りやめ，準委
任契約としての在学契約を解除したとして，不当利得による利得金返還請求権に基
づき，被告に対して，入学金及び授業料等の返還として各５８５万円（入学金１０
０万円，前期教育充実費２５０万円，施設設備費１００万円，前期授業料１２０万
円，前期実験実習費１５万円）及びこれに対する訴状送達日の翌日である平成１４
年１０月１１日から支払済みまで民法所定の年５分の割合による遅延損害金の支払
を求めた事案である。これに対して，被告は，原告らと被告との間の在学契約にお
いて，一旦，納付された入学金及び授業料等は，理由の如何を問わず返還しない旨
の特約があることな
どを理由に，支払を拒絶している。
第３　争いのない事実等（証拠によって容易に認められる事実を含む。なお，以
下，特に限定しない限り，証拠番号には枝番をすべて含むものとする。）
１　当事者（争いがない。）
　・　原告Ｂ（以下「原告Ｂ」という。）は，平成１２年２月１４日，関西医科大
学の一般入学試験を受験して合格した者である。
　・　原告Ａ（以下「原告Ａ」という。）は，平成１３年２月１４日，関西医科大
学の一般入学試験を受験して合格した者である。
　・　被告は，教育基本法及び学校教育法に従い，関西医科大学（被告及び関西医
科大学を併せて，以下，単に「被告」という。）を設置運営する学校法人である。
２　原告Ｂが，被告への入学を辞退した経緯
・　被告が，原告Ｂに事前に交付していた，平成１２年度学生募集要項（一般入
学）（乙１の１）には，以下のとおり記載されている。
　ア　合格者は，平成１２年３月２日までに，入学時納入金の納付を含めた入学手
続を完了せねばならない。
　イ　入学金以外の入学時納入金の納付は，平成１２年３月９日まで猶予すること
ができる。
　ウ　入学手続を完了した者で，平成１２年３月２１日までに入学辞退を申し出た
者に対しては，既納付金のうちから入学金を差し引いた残額を返還する。
・　原告Ｂは，平成１２年２月１４日，被告の一般入学試験を受験し，同月２５日
に合格通知を受けた。（乙５）
・　合格通知と同時に原告Ｂに交付された，被告への入学に関する手続についての
説明書（乙９の１）には，「平成１２年３月２１日（火）午後５時を過ぎてからの
入学辞退については，既納入金は一切返還いたしません。」と記載されている。
・　原告Ｂは，乙９の１を読んだ上で，平成１２年２月２９日，被告に対し，入学
時納入金として５９８万５０００円（入学金１００万円，前期教育充実費２５０万
円，施設設備費１００万円，前期授業料１２０万円，前期実験実習費１５万円，父
兄会入会金１０万円，父兄会前期会費２万５０００円，学生自治会入会金４０００
円，学生自治会費６０００円）を支払い，入学手続を完了した。（争いがない。）
・　原告Ｂは，平成１２年３月２２日，旭川医科大学に合格したため，同月２３
日，被告に対して，入学を辞退する旨通知した。（乙６，弁論の全趣旨）
３　原告Ａが，被告への入学を辞退した経緯
　・　被告が，原告Ａに事前に交付していた，平成１３年度学生募集要項（一般入
学）（乙１の２）には，以下のとおり記載されている。
　ア　合格者は，平成１３年３月１日までに，入学時納入金の納付を含めた入学手
続を完了せねばならない。
　イ　合格者を発表する際，同時に補欠者の受験番号を発表し，合格者に欠員が生
じたときは，これを補うため，補欠者の中から成績順に繰り上げ合格の発表を行



う。
　ウ　繰り上げ合格者の入学手続期限は，合格発表日から，概ね５日以内とし，繰
り上げ合格の発表と同時に本人宛に通知する。
　エ　入学手続を完了した者で，平成１３年３月２１日までに入学辞退を申し出た
者に対しては，既納付金のうちから入学金を差し引いた残額を返還する。
・　原告Ａは，平成１３年２月１４日，被告の一般入学試験を受験し，同月２３日
に補欠通知を，同年３月２７日に繰り上げ合格通知を受けた。（乙４）
・　合格通知と同時に原告Ａに交付された，被告への入学に関する手続についての
説明書（乙９の２）には，平成１３年３月２８日の午後３時までに，入学時納入金
の納付を含めた入学手続を完了せねばならない旨記載されているともに，「入学辞
退については，既納入金は一切返還いたしません。」との記載がなされている。
・　原告Ａは，乙９の２を読んだ上で，平成１３年３月２７日，被告に対し，入学
時納入金として５９８万５０００円（入学金１００万円，前期教育充実費２５０万
円，施設設備費１００万円，前期授業料１２０万円，前期実験実習費１５万円，父
兄会入会金１０万円，父兄会前期会費２万５０００円，学生自治会入会金４０００
円，学生自治会費６０００円）を支払い，入学手続を完了した。（争いがない。）
・　原告Ａは，平成１３年３月２８日，大阪医科大学に繰り上げ合格したため，同
月３０日，被告に対して，入学を辞退する旨通知した。（乙７の２，弁論の全趣
旨）
４　被告は，原告らに対し，各１３万５０００円（父兄会入会金１０万円，父兄会
前期会費２万５０００円，学生自治会入会金４０００円，学生自治会費６０００
円）を返還した。（争いがない。以下，入学時納入金のうち，入学金，前期教育充
実費，施設設備費，前期授業料及び前期実験実習費を指して「学納金」という。）
５・　上記２・・のとおり，原告Ｂは，被告から交付された説明書（乙９の１）に
目を通し，平成１２年３月２１日午後５時以降に入学を辞退した場合には，既に納
付した学納金は一切返還されないことを認識した上で，被告に学納金を納付してい
るから，原告Ｂと被告との間には，原告Ｂが，平成１２年３月２１日午後５時以降
に入学を辞退した場合には，被告は，既に納付された学納金を返還しない旨の合意
が成立している。
　・　上記３・・のとおり，原告Ａは，被告から交付された説明書（乙９の２）に
目を通し，入学を辞退した場合には，既に納付した学納金は一切返還されないこと
を認識した上で，被告に学納金を納付しているから，原告Ａと被告との間には，原
告Ａが，入学を辞退した場合には，被告は，既に納付された学納金を返還しない旨
の合意が成立している。（以下，５・・の合意をもって「本件不返還特約」とい
う。）　
第４　争点
　１　学納金の法的性質をいかに解すべきか（そもそも，被告は，学納金を納付し
た後に自ら入学を辞退した原告らに対し，学納金を返還すべき義務を負いうる
か。）。
　　・　原告らの主張
　学納金は，入学金を含め，すべて，原告らが被告から教育役務等を受けることに
ついての対価（準委任契約における受任者の前払報酬）としての性質を有するもの
であり，原告らが，入学を辞退したことにより，被告から教育役務等の提供を受け
ることなく在学契約が終了した場合には，被告は，もはや学納金を保持する法律上
の原因を失うから，被告は，原告らに対して，学納金を返還する義務を負いうる。
　　・　被告の主張
　学納金は，すべて，被告への入学そのものの対価としての性質を有するものであ
り，原告らが，学納金を納付した後に，自ら入学を辞退したからといって，既に支
払われた学納金が，被告の不当利得になるわけではないから，被告が，原告らに対
して，学納金を返還すべき義務を負うことはありえない。
　２　本件不返還特約が，公序良俗に反して無効であるといえるか。
　　・　原告らの主張
　以下の理由から，本件不返還特約は，①他人の無思慮・窮迫に乗じて，②甚だし
く不相当な財産的給付を約束させたものとして，公序良俗に反し無効である。
ア　①他人の無思慮・窮迫に乗じた点について
　　被告は，自ら募集要項や入学手続を決定し，合格を決定する立場にあるのに対
し，原告らは，後日，他の志望校に合格したために，被告への入学を辞退し，学納
金の返還を受けられなくなることを覚悟した上で，被告に学納金を納めるのか，そ



れとも，より優先的に志望している他大学に合格できなければ浪人することを覚悟
した上で，被告に学納金を納めないかという二者択一を迫られる状況にある。
　　このような状況下において，原告らが，被告に学納金を納付しているのは，決
して本件不返還特約に対して積極的に同意したからではなく，単に，他の志望校に
合格できなかった場合に浪人したくないがためにすぎない。
　　したがって，被告は，原告らの窮迫につけ込んで本件不返還特約を押しつけた
ものといえる。
イ　②甚だしく不相当な財産的給付を約束させた点について
・　原告らが入学を辞退したことにより，被告に実際生じる積極的損害は，せいぜ
い，原告らに対する各種通知の郵送費や人件費等，わずかな額に限られるのに対
し，原告らは，本件不返還特約によって，入学金及び半年間の授業料等相当額の返
還を受けられなくなるものである。
　　このように，被告が被る実際の損害額と，被告が取得する金銭との差は何十
倍，何百倍にもなるものであって，明らかに不相当な財産的給付というべきであ
る。
　・　被告は，原告らの入学辞退により，学納金を取得できなくなるというリスク
を負うことになるが，被告においては，そのようなリスクを回避する措置をとるこ
とが十分可能であり，にもかかわらず，何らの措置も講じず，本件不返還特約によ
り学納金を没収することは，原告らに不当にリスクを転嫁するものに他ならない。
　・　被告は，補欠者の繰り上げ合格を制度化しているから，欠員が生じることは
ありえず，将来にわたって得べかりし学納金が，被告の損害になることはない。
　　・　被告の主張
ア　①他人の無思慮・窮迫に乗じた点について
　被告は，学生募集要項（乙１）において，３月２１日までに入学辞退を申し出た
者に対しては，既に納めた学納金のうち入学金を差し引いた残額を返還する旨記載
しており，一律に学納金の返還を拒んでいるわけではないし，原告らは，客観的か
つ冷静な判断により，被告への入学資格を得る目的で学納金を支払ったものであ
り，被告が原告らの無思慮や窮迫に乗じたというような事情は存在しない。　
イ　②甚だしく不相当な財産的給付を約束させた点について
　被告の入学定員は，合計１００名であり，そのうち，推薦入学試験により２０名
を，一般入学試験により８０名を入学させることにしている。被告は，文部科学省
から，入学定員を厳守するよう指導を受けており，定員を超過したり，割り込んだ
りした場合には，国庫補助金が減額されることになるため，是が非でも入学定員を
厳守しなければならない立場にある。
　そのため，被告は，一般入学試験実施後，速やかに採点を行い，正規合格者と補
欠者の発表を行っている。正規合格者の入学手続期限（平成１２年度は３月９日，
平成１３年度は３月１日）が終了した後，入学定員を割り込んでいる場合には，定
員に達するまで，補欠者を成績順に繰り上げ合格させ，その後，入学辞退者が出た
ときは，随時，成績順に補欠者に電話連絡し，入学意思の確認ができた者を繰り上
げ合格させ，最終的には，新入生健康診断の実施日（平成１２年度，平成１３年度
は，３月２９日に実施されている。）に，定員ちょうどの入学者が確定するように
努力している。
　しかしながら，入学式（平成１１年度以降，４月３日に実施されている。）の２
週間以上前にあたる３月２１日を過ぎてから，新たな入学辞退者が出た場合には，
欠員を補充する十分な時間的余裕がなく，仮に，定員を確保することができなかっ
た場合，中途補充が認められない以上，被告は，６年間，定員割れの状態で学校運
営を行わざるを得なくなる。
　このような被告の被りうる損害の大きさに鑑みれば，本件不返還特約には，合理
的理由があるものといえ，原告らに対し，甚だしく不相当な財産的給付を約束させ
たものといえないことは明らかである。
第５　争点に対する判断
１　争点１（学納金の法的性質をいかに解すべきか〔そもそも，被告は，学納金を
納付した後に自ら入学を辞退した原告らに対し，学納金を返還すべき義務を負いう
るか。〕）。
　・　大学の入学試験を受験して合格した者が，学生募集要項等の定める日時まで
に，大学に対して必要書類の提出とともに学納金を納入して入学手続を行った場
合，特段の事情のない限り，この手続の履践によって，学生と大学との間で，双務
有償の無名契約である在学契約が成立するものと解するのが相当である。



　・　そして，学納金には，大別して，入学時にのみ支払われる入学金と授業料そ
の他毎年支払われるべき金員の二種類が存在することは公知の事実である。（さら
に，一般的に，授業料その他の金員と比較して，入学金の額が低額であることも，
当裁判所に顕著な事実である。）　
・　このような学納金のうち，前期教育充実費，施設設備費，前期授業料，前期実
験実習費については，その名目の相違や金額の多寡，そして，前述のように，学生
が，入学後においても，毎年支払うべき金員であるという性格に鑑みると，これら
の金員は，入学後において，被告から教育役務等の提供を受けることの対価として
の性質を有するものと解すべきである。
　この点，被告は，学納金が，すべて入学そのものの対価であると主張する。
　しかし，入学金はともかく，その他の費用も含めた学納金全額を，入学又は入学
しうる地位ないし資格の対価とみることは，各費用の名目及び金額の大きさからし
て相当でないし，仮に，学納金全額が，入学又は入学しうる地位ないし資格の対価
であるとするならば，原告らは，少なくとも，入学初年度の前期中は，無償で被告
から教育役務を受けているものと解せざるを得ないが，そのような理解が大学運営
の実態に反するものであることは明白である。
　よって，被告の上記主張は採用することができない。
・　次に，学納金のうち入学金については，その名目や，学生が，入学時に一度だ
け支払うべき金員であるという性格，そして，多くの大学において，入学金とその
他の学納金とで，入学金の方が低額であり，納付時の取扱い（納付時期，分割納入
制度・納付後の返還の有無）にも区別がなされており（弁論の全趣旨），実際に，
被告においても，前記争いのない事実等に記載のとおり，区別された取扱いがなさ
れている（平成１２年度は，入学金の納付期限が３月２日，入学金以外の学納金の
納付期限が３月９日とされており，さらに，平成１２年度，平成１３年度ともに，
３月２１日までであれば，既納付金のうち入学金以外の金員は返還するとされてい
る。）こと，「私立大学の入学手続時における学生納付金の取り扱いについて」
（文管振第２５１号昭
和５０年９月１日文部大臣所轄各学校法人理事長あて文部省管理局長文部省大学局
長通知・乙２，以下「文部省通知」という。）においても，「入学料以外の学生納
付金については，合格発表後，短期間内に納入させるような取扱いは避けることと
し，」とされており，文部行政においても，入学金については，その他の学納金と
は別の性質を有するものと捉えられてきたことが窺われる。
　　このような事情からすれば，入学金は，その他の学納金とは異なり，大学から
教育役務等の提供を受けること自体の対価ではなく，当該大学に入学しうる地位な
いし資格の対価（一種の権利金）としての性質を有するものと解するのが相当であ
る。
　この点，原告らは，入学金も，被告から教育役務を受けることについての対価で
あると主張し，その論拠として，経理上及び使途の点において，入学金とその他の
学納金とが区別されていないこと，合格者が入学資格の取得や保持を必要としない
編入学や転入学の手続においても入学金を徴収していること，仮に，入学金を，入
学しうる地位ないし資格の対価であるとすれば，原告らと被告との間で，在学契約
とは別個の入学地位取得保持契約なるものが締結されたものと考えざるを得ない
が，両契約の関係及び具体的成立時期等につき合理的説明がつかないことなどを挙
げている。
　しかしながら，一旦，大学に納付された金員が，その後，いかなる用途に用いら
れるか，又，大学の経理上どのように扱われるかという点は，必ずしも当該金員の
性質を直接に左右するものではないし，編入学や転入学の場合においても，入学と
いう行為を経ることに何ら変わりはなく，入学しうる地位ないし資格を観念するこ
とは可能である（あくまで，入学しうる地位ないし資格の対価というのであり，い
わゆる「すべり止め」の対価というわけではない。）。また，入学金を，入学しう
る地位ないし資格の対価と捉え，その他の学納金を，教育役務等の提供を受ける対
価と捉えたからといって，必ずしも，在学契約とは別個の入学資格取得保持契約な
るものを観念しなければならない必然性はなく，在学契約の意思解釈として，入学
金とその他の学納金
の性質とを別意に合意したものと理解することは十分に可能である。
　以上からすれば，原告らの上記主張を採用することはできない。
・　したがって，学納金のうち，前期教育充実費，施設設備費，前期授業料，前期
実験実習費については，実際に被告に入学し，被告から教育役務等の提供を受ける



ことの対価としての性質を有するものであるから，原告らが入学を辞退し，被告か
ら教育役務等の提供を受けることなく在学契約が終了した以上，本来的には，原告
らに返還されるべき金銭であると解すべきである（ただし，原告らと被告との間に
は，本件不返還特約が存在するため，別途，係る特約の有効性を検討する必要があ
る。）。
　これに対し，入学金については，入学しうる地位ないし資格を得たことの対価と
しての性質を有するものであり，原告らは，被告に対して入学手続を完了しており
（第３，２・，３・），既に，反対給付としての入学しうる地位ないし資格を取得
している以上，その後に，原告らが，自ら入学を辞退した場合に，被告が，入学金
を返還すべき義務を負うことはないものと解すべきである。
　２　争点２（本件不返還特約が，公序良俗に反して無効であるといえるか。）
　　・　この点，原告らは，本件不返還特約は，①他人の無思慮・窮迫に乗じて，
②甚だしく不相当な財産的給付を約束させたものであるから，公序良俗に反し無効
である旨主張する。
・　しかしながら，証拠及び弁論の全趣旨並びに争いのない事実によれば，以下の
事実が認められる。
ア・　被告の入学定員は，合計１００名であり，被告は，そのうち，推薦入学試験
により２０名を，一般入学試験により８０名を入学させている。（乙１，弁論の全
趣旨）
・　被告は，文部科学省から，入学定員を厳守するよう指導を受けており，定員を
超過したり，逆に定員を割り込んだりした場合には，国庫補助金が減額される可能
性がある。（弁論の全趣旨）
・　入学式の時点で欠員が生じている場合には，中途補充が認められない以上，被
告は，以後，６年間にわたり欠員が生じたまま学校運営を行わざるを得ない。（弁
論の全趣旨）
イ　平成９年度から平成１３年度までの間において，被告は，学生からの納付金
（入学金，教育充実費，施設設備費，授業料，実験実習費）として，毎年，平均し
て約２８億円の収入を得るとともに，国庫補助金等として，平均して約２８億円の
収入を得ており，この２つが，被告の帰属収入（平均して約６２億円）の約９０パ
ーセントを占めている。（乙８）
ウ　平成９年度から平成１３年度までの間において，被告は，人件費として，毎
年，平均して約５８億円を支出しており，これに，教育研究費，管理経費及び借入
金等の利息等としての支出を加えると，平均して約８１億円を支出している。（乙
８）
エ　平成９年度から平成１３年度までの間における，被告の正規合格者数，補欠者
数（補欠者とは，正規合格者の発表と同時に発表され，正規合格者が入学を辞退し
た場合に，成績順に順次繰り上げ合格の対象となる者である。），補欠次位（補欠
次位とは，補欠者の繰り上げ合格によってもなお，定員が確保できなかった場合
に，補欠者以外から，成績順に繰り上げ合格の対象となる者である。）及び繰り上
げ合格者数等の状況は，別紙１，２のとおりである（争いがない。）。これによる
と，ほぼ毎年，正規合格者のうち，実際に被告に入学する者は３０パーセントにも
満たない（なお，平成１２年度は，正規合格者１５７名のうち，実際に被告に入学
した者は，わずか２７名〔約１７パーセント〕であったため，被告は，平成１３年
度において，学納金納
付期限を，従前の３月９日から３月１日に繰り上げたところ，同年度の正規合格者
１５７名の約３１パーセントに当たる４９名が，実際に被告に入学した。）こと，
学納金納付後に入学を辞退する者が２０名以上いること，補欠者から繰り上げ合格
した者の中にも，学納金納付後に入学を辞退する者が複数名存在すること，例年，
３月３０日ころに至るまで，補欠者の繰り上げ合格を１０回程度実施することによ
って定員を確保していることが，それぞれ認められる。
オ　文部省通知によると，「…ついては，今後少なくとも入学料以外の学生納付金
については，合格発表後，短期間内に納入させるような取扱いは避けることとし，
例えば，入学式の日から逆算しておおむね２週間前の日以降に徴収することとする
等の配慮をすることが適当と考えますので，善処されるよう願います。」とされて
いる。（乙２）
・　上記の事実を前提に，本件不返還特約が公序良俗に違反するか否かを検討する
に，被告は，１００名という入学定員を定めており，仮に，定員を超過したり，逆
に欠員が生じた場合には，本来支給されるはずの国庫補助金を減額される可能性が



あるし，入学式までに欠員を補充できなかった場合，６年間欠員のまま，学校運営
を行わざるを得なくなるから，その間，被告は，欠員分の入学金，授業料等を取得
できないという損害を被ることになる（・ア）。
　しかるに，被告が，帰属収入の約９０パーセントを学生からの納付金と国庫補助
金に依存していることや（・イ），恒常的な赤字状態にあること（・イウ）などに
鑑みれば，学生からの納付金や国庫補助金による収入が減少することは，被告にと
って大きな痛手となるであろうことは容易に推認できる。
　また，被告においては，平成９年度から平成１３年度までの間，ほぼ毎年，正規
合格者のうち実際に入学する者の割合が３０パーセント未満であり，学納金を納付
した後に入学を辞退する者が２０名以上存在するほか，欠員補充のために繰り上げ
合格させた者の中にさえ，学納金を納付した後に入学を辞退する者が複数名存在す
るという状況であったこと，さらに，被告は，定員ちょうどの入学者を確保するた
めに，例年，３月３０日ころまで，１０回程度も，補欠者の繰り上げ合格を実施し
ていたこと（・エ）などからすれば，被告は，定められた定員を厳守するために，
小刻みに，繰り上げ合格を連続して実施していることが窺われる。
　以上のような状況において，被告が，繰り上げ合格による欠員補充が困難となる
一定時期以降，受験生から納付された学納金を返還しない旨の取扱いをすることに
よって，欠員が生じること及び欠員が生じた場合に発生する損害を可及的に回避し
ようと試みることは，全く不合理であるとは言い切れない。　
・ア　この点，原告らは，被告に入学しない場合に返還されないことを承知の上
で，学納金を納めるか，それとも，より優先的に志望している他大学に合格できな
ければ浪人することを覚悟した上で，被告に学納金を納めないかという二者択一を
迫られる状況にあり，本件不返還特約は，このような原告らの窮迫した状況につけ
込んで押しつけられたものである旨主張する。
　　たしかに，原告らからすれば，受験したすべての大学の合否が明らかになった
後，その結果を踏まえて入学すべき大学を選択し，その選択した一つの大学につい
てのみ入学手続をとることが可能であれば，心理的・経済的負担も軽く済み，それ
が一番望ましいことはいうまでもない。
　　しかし，前記争いのない事実等によると，原告らは，少なくとも，より優先的
に志望している他大学に合格できなかった場合には，被告に入学したいとの希望を
有していたからこそ，本件不返還特約の存在を知りながら，他大学の合格発表がな
される前に，あえて被告に対して入学手続を行ったものと推認しうるのであって，
ただ単に，いわゆる浪人生活を送ることを回避したいとの消極的理由のみから，や
むを得ず被告への入学手続を行ったものとまで認めることはできない。
　　したがって，その限りにおいて，原告らは，自らの自由意思に基づいて被告に
学納金を納め，入学手続をとったものといわざるを得ないから，学納金を納めるか
浪人を覚悟するかという二者択一を迫られる窮迫した状況にあったとする原告らの
主張は認めることができない。
イ　また，原告らは，欠員の発生により学納金を取得できなくなるリスクに対し
て，何らの措置も講じていない被告が，本件不返還特約に基づき，原告らが納めた
学納金を没収することは，原告らに不当にリスクを転嫁するものに他ならない旨主
張する。
　しかしながら，上記・エで認定したとおり，被告は，度重なる補欠者の繰り上げ
合格を実施するなど，定員ちょうどの入学者を確保するための相応の措置を講じて
おり，欠員発生によるリスクの回避を本件不返還特約のみに依存しているわけでは
ない。
　なお，被告が，平成１２年度及び平成１３年度において，既納付者に対する入学
金以外の学納金の返還期限を３月２１日に設定したこと（乙１，９の１）について
は，平成１２年度及び平成１３年度における被告の入学式が４月３日に実施されて
いることからすれば，実質的に見て，文部省通知（・オ）が定める「入学式の日か
ら逆算しておおむね２週間前の日以降に徴収」という基準にも反しておらず，特段
不合理であるとまではいえない。
　したがって，被告が，欠員発生により発生するリスクを，不当に原告らに転嫁し
ているとまではいえず，原告らの上記主張は認めることができない
ウ　さらに，原告らは，被告は，補欠者の繰り上げ合格を制度化しているから，欠
員が生じることはありえず，将来にわたって得べかりし学納金が，被告の損害にな
ることはない旨主張する。
　　しかし，入学式の間近になってから入学辞退者が出たような場合には，被告



が，新たに補欠者の繰り上げ合格を実施する十分な時間的余裕がなく，その結果，
欠員が生じうる可能性はあるから，欠員が生じることがあり得ないことを前提とす
る原告らの上記主張は認めることができない。
・　以上を総合すれば，本件不返還特約は，いまだ公序良俗に反するとまではいえ
ないものと解さざるを得ず，争点２について原告らの主張を認めることはできな
い。
３　よって，学納金のうち，入学金については，そもそも被告は返還義務を負わ
ず，入学金以外の学納金についての本件不返還特約は有効である。
第６　結論
　　　したがって，原告らの請求はいずれも理由がないからこれを棄却し，主文の
とおり判決する。
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